
東京都議会議長 様 

地方独法「都立病院」を都立直営に戻すことを求める請願 

２０２２年７月１日コロナ禍で医療を受けられず在宅で亡くなることが問題になっている最中、東京都は都立・公

社病院を地方独立行政法人都立病院機構に運営を移しました（独法化）。 

 都立病院の独法化には「採算優先の病院になってしまう」などと都民からの反対の声が上がり全都で反対運

動が起こりました。２０２１年９月の都議会では全ての会派がコロナ禍の最中で都立・公社病院の役割を高く評価

し、拙速な運営移管を問題視する発言が相次ぎました。しかし小池都知事が「行政的医療の安定的提供を、将

来にわたって果たし続ける」と答弁したため、それを受け、自民党・公明党・都民ファースト・維新等の賛成で独

法化が決定されました。 

 ところが独法化から約２年の２０２４年３月時点で医師をはじめとする医療従事者の退職により人員が確保でき

ず１９の病棟閉鎖により６２９床の休止病床が生じています。 

 さらに救急医療において受け入れられない診療科が存在するなど行政的医療に影響が出ています。 小児総

合医療センターでは看護師不足でＥＲ病棟を休止、医師不足で精神科２病棟を閉鎖中です。 職員も夜勤日数

が月に１０～１２日になるなど負担が大きく、退職が広がる状況が懸念されています。 

 また、紹介状なしの初診時の負担金は国の方針により、都立時代の１,３００円・５,０００円から７,０００円に引き

上げられました。今またセカンドオピニオンに関わる料金が引き上げられ、有料特別室の使用率向上が追及さ

れています。 

 今日の状況をみても東京都が確約した「独法化しても何も変わらない」ことが守られていないのは明らかです。

今のままでは新たな感染症が発生した時にコロナの時のように都民の命を守ることはできません。 

都立直営に戻して、東京都の責任で職員の処遇改善と、医師をはじめとする職員の確保を確実に行い、都

民が安心してかかれる医療体制を確立することが急務となっています。 

そのために以下の事項を請願いたします。 

記 

１ 地方独法都立病院を都立直営に戻すこと 

２ 東京都の責任で職員の処遇改善と人員確保を進め、休止病床を再開すること 

３ 独法後に引き上げられた都民負担を元に戻すとともに、新たな負担増を行わないこと 

      ※  この署名用紙は、東京都議会請願以外個人情報が使用されることはありません。 

         都立病院の充実を求める連絡会   mail: SavetorituHP@gmail.com 

姓     名 住    所  （姓名、住所は「同上」や「〃」としないでください。） 
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